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今日話すこと

１．エネルギー選択の考え方

１．１ 安定供給、安全保障

１．２ 環境影響

１．３ 経済性

１．４ 原子力の安全性

１．５ 今後のエネルギー

２．これからの原子力の仕事

２．１ 短中期的な原子力の仕事

２．２ 中長期的な原子力の仕事

３．学生の皆さんに期待すること



1900年 16億人
1950年 25億人
1998年 60億人
2015年 73.5億人

増え続ける世界の人口とエネルギー消費 もうすぐ１００億人

１．エネルギー選択の考え方
１．１ エネルギーの安定供給、安全保障
１．１．１ 世界の人口予測
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世界で消費されるエネルギーは、
石油３３％、天然ガス２４％、
石炭３０％と、化石燃料だけで
９割近くを占めている。

１．１．２
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１．１．３

1953 アトム フォー ピース国連演説
1963 JPDR運開
1965 商用国産1号機（東海１）運開
1977 東海再処理工場ホット試験開始
1979 TMI事故
1980 原燃サービス設立
1986 チェルノブイリ事故
1992 日本原燃設立
2005 東通１号機運開
2008 大間着工
2011 福島第一事故



１．１．４ 電源別発電電力量構成比



１．１．５



１．１．６ 日本が輸入する化石燃料の相手国別比率



今日の石油産業2015 石油連盟http://www.paj.gr.jp/statis/data/data/2015_data.pdf 11

１．１．７



１．１．８

安定した制御可能なバックアップ電源と余裕のある流通網が必要



１．２ 環境影響

1.2.1 地球の年平均気温変化

出典：気象庁2018年12月28日更新データ

黒点：30年平均値よりの偏差値
青線：偏差値の5年移動平均
赤線：長期トレンド



地球大気中のCO₂濃度の変化

出典：世界気象機関2019年11月データ
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１．２．２



１．２．３



最近の減少；省エネ、再エネ、再稼働が貢献

１．２．４



各種電源のライフサイクルCO2排出量

非化石燃料電源

１．２．５

出典； 電事連原子力・エネルギー図面集２０１６



１．２．６ パリ協定

・ 2015年パリで開催のCOP21で 世界の気温上昇を２℃未満（1.5℃目標）とする旨採択。

・ 日本は、温室効果ガス削減2030年度で、2013年度比２６％削減、
2050年度で ８０％削減を目指す。

・ 26％削減達成のためには、現存（建設中を含む）原子力すべての稼働、
80％削減達成のためには、原子力の新増設は不可避。



１．３ 経済性
１．３．１ １ kWh当たりの電源別発電コストの比較

新設の場合のケース
スタデイです



原発停止による発電コストの増加

東日本大震災、原子力発電の長期停止により、火力発電による発電電力量は大幅
に増加しました。

2011年度2015年度の5年間で約14.2兆円の燃料費が発生しています。これ
は、４人家族では年間約６万円を追加、資源国に支払っていることになります。

１．３．２



１．３．３



１．３．４

現在の再エネ賦課金単価は、
2.95円/KWhです



１．４． 原子力の安全性
１．４．１ 福島第一事故後の原子力の安全性の向上
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１．４．２
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１．５ 今後のエネルギー
１．５．１ 各エネルギー源の比較

（安定、制御可能）



１．５．２



１．５．３



１．５．４



１．５．５ 今後のエネルギーまとめ

・ 安全性、安定供給、経済性、環境への影響という観点から、すべてにおいて満点
のエネルギー源、電源はない。

・ 適切に組み合わせて使っていくことになるが、原子力（核燃料サイクルも含め）は、
その中核となるべきエネルギーである。

・ 原子力の新増設は不可避と考える。 第5次エネルギー基本計画では、原子力依
存度を可能な限り低減、非連続的な技術革新を推進とあるが、現実性に乏しく、エ
ネルギー開発のタイムスパンが長いことから非常に危険。



２． これからの原子力の仕事

２．１ 短期的、中期的仕事

・ 現存施設の許認可、運転保守管理、改良工事、放射線管理等の仕事は続く

現在稼働中の施設はもちろんだが、、稼働可能だが許認可上止っている施設、建設中
の施設については、 それぞれの事業者として、全力を尽くして進展を図り稼働させ
る。青森県の例では、東通原子力発電所1号機、原子燃料サイクル関係の各施設（濃
縮、中間貯蔵、再処理、廃棄物処分、MOX燃料製造）、大間原子力発電所建設関連
の仕事は、今後とも青森県の中核産業として、活動を続けるであろう。

・ 青森県は原子力事業や研究開発の拠点で関連企業が集中立地しており、国策や地域
への貢献が可能。 例えば、世界７極が参加する国際共同核融合炉プロジェクト（ITER)
は、本体はフランスに建設中、 六ヶ所核融合研究所も那珂核融合研究所と共に日本の
開発拠点である。



・ 廃炉等の仕事
福島第一以外の廃炉を決めた発電所については、JPDRや東海第一の先例もあり、
浜岡、玄海等で進行中。 低レベル放射性廃棄物処分場に課題はあるが、地道に
行程を進めることになる。 これについても、後始末と言うことではなく、放射性物質
の処分という今後に生かせる大きな仕事である。

・ 福島第一原子力発電所での仕事
福島第一原子力発電所では、事故のため、１，２，３号では燃料が溶け落ちている。
高線量率のため、アクセスのためのロボット開発等から始まっており、まだ、未解明
の部分が多い。
しかしこれも、未解明の部分が多いということは、さらなる技術開発を要し、それ
が世界の先例となることでもあり、他分野への技術的広がりも考えられる。福島県をそ
ういった先進技術の拠点にするというのも夢のある仕事ということができる。



２．２ 中長期、長期的な仕事

・ 原子力発電所の新増設

前半の部分で述べたように、原子力（核分裂利用）は、我々の未来に、少なくても中期的
には必須の技術と考える。エネルギー安全保障上、原子力施設の停止はいまそこにある
危機であり、かつ中長期的にも新増設は非常に重要である。

地球環境問題については、2030年くらいまでは、既存の原子力発電所が順調に運転し、
かつ60年運転期間の延長が幅広く実現すれば、かなり難しいがなんとか目標を達成でき
るかもしれない。 しかし、2050年時点での８０％削減については、全く見通しが立ってお
らず、原子力の新増設が進めば、若干とも、目標に近づけるかもしれない。見通しもなく非
連続的な技術革新に期待するということは、将来世代に対し、責任ある態度とはいえない
であろう。

経済性についても、現にすでに実証済みの技術であり、今後の日本経済の維持、発展の
ために欠かせない。



再稼働は現在PWRが先行しているが、これが、BWRにひろがり、全国的な規模で
の運転が安全に続けば、雰囲気は変わってくるのではないか。 新増設には、地元
対応からはじめることになり、２０年程度はかかる覚悟が必要。 そのときに、原子
力先進国である中国やロシアから技術援助を頼まなければ、国としてのエネル
ギーも決められないという事態は避けたい。

・ 高レベル廃棄物の最終処分の仕事
技術的には、実証が進んでいる。立地の仕事は地味な仕事だが、粘り強く、技術的
な確信を持ち、社会的な合意形成を探るのは、やりがいのある意義深い仕事であ
る。

・ 新型炉開発の仕事
現在世界中で小型の軽水炉、高温ガス炉等新しい技術も開発されつつある。 新
増設のためには、今後の需要状況、各種エネルギーとの組み合わせも考え、技術
開発を進めていく。 前述核融合炉もITER後の新しい段階に入る可能性がある。



・ 民間会社として、新規原子力の建設のためのシステム作り。
電力会社が完全な民間会社となった今、新増設という巨大投資ができるシステム
が必要である。これは技術的課題ではないが、早急に解決すべき課題。



３．学生の皆さんに期待すること（思いつくままに）

・ 無資源国の日本にとって、原子力（核燃料サイクルを含む）は、第5次エネルギー
基本計画にいう「非連続的な技術革新？」が実現するまで、少なくても中期的には
は、エネルギーの中核を担うことになるべきである。 昨今の厳しい風潮はあるが、
皆さんには、世界の動きに関心を持ち、原子力と日本の将来を考えて欲しい。

・ 技術への信頼は、結局人への信頼に基づく。 社会対応の基本は、誠実、忍耐。

・ 自己表現を言葉にしてみよう。 自分の言葉で語られたことは、説得力がある。

・ 国際ビジネスの共通語は英語、語学は一朝一夕にはものにならないので、地道に
準備しておけば将来に生きる。

・ 人間としての幅広い教養。 芸術でも、趣味でも、私はこれをやってますといえるも
のを持つと強い。

・ 資格取得は、何かにつけて役立つ。 学生時代から準備できるものは準備しよう。



ご静聴ありがとうございました。


